
様式第7（第3条第1項関係）（平15国交令60・令2国交令98・一部改正） 事業要書 年月日 事業所管大臣（都道府県知事）殿 事業者住所 氏名又は名称 大深度地下の公共的使用に関する特別措置法第12条第1項の規定により、事業要書を送付します。 1事業者の名称 2事業の種類 3事業区域の要 4使用の開始の予定時期及び期間 5事業計画の要  


